







様式Ⅰ　募集要項等関係様式


（様式Ⅰ－１）
令和　　年　　　月　　　日

資料閲覧・現地調査申込書

[bookmark: _Hlk119417059]都城市水道事業
　代表者　市長　池田　宜永　宛て

　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

令和〇年〇月〇日付けで公表されました「川東浄水場更新事業」に関する資料閲覧及び現地調査について、次のとおり申し込みます。

	会社名
	

	部署名
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	電子メール
	

	参加希望日時
	第一希望
	

	
	第二希望
	

	
	第三希望
	

	参加者氏名
	１

	

	
	２
	

	
	３
	

	
	４
	


注1）資料閲覧又は現地調査の日時は、希望日時の中から都城市上下水道局が指定し、担当者宛に連絡する。参加日時は申し込み順で決定するため、第一希望にそぐわない場合もあります。 
注2）資料閲覧の際に貸与したDVD-Rについては、募集要項に示すとおりに返却してください。
注3）記入欄の追加・変更が必要な場合は、本様式に準じて適宜行います。
注4）資料閲覧の参加人数は１企業３名までとします。現地調査は参加人数に制限ありません。
（様式Ⅰ－２）
  [image: ]

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。

（様式Ⅰ－３）
令和　　年　　　月　　　日
参加辞退届

都城市水道事業
　代表者　市長　池田　宜永　宛て


　　　　　　　　　　　　　　　　〔代表企業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印


令和〇年〇月○日付けで公表されました「川東浄水場更新事業」に係るプロポーザルへの参加を辞退いたします。










様式Ⅱ　プロポーザル参加資格確認申請時提出様式


（様式Ⅱ－１）
令和　　年　　　月　　　日

プロポーザル参加資格確認申請時提出書類一覧表
	提出書類の種類
	様式No.
	部数
	確認欄

	
	
	
	参加者
	事業者

	【様式Ⅱ　プロポーザル参加資格確認申請時提出書類】

	●プロポーザル参加資格確認申請時提出書類一覧表
	様式Ⅱ－１
	１部
	
	

	●プロポーザル参加表明書
	様式Ⅱ－２
	１部
	
	

	●プロポーザル参加者の企業一覧表
	様式Ⅱ－３
	１部
	
	

	●委任状（グループの各構成企業の代表者から代表企業の代表者への委任状）
	様式Ⅱ－４
	１部
	
	

	●プロポーザル参加資格確認申請書
	様式Ⅱ－５
	１部
	
	

	●誓約書
	様式Ⅱ－６
	１部
	
	

	【以下、添付資料】

	· 会社概要（構成企業すべてに係るもの）
	－
	１部
	
	

	· 直近３期分の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
	－
	１部
	
	

	【設計企業】
· 設計業務の実施を担う者の一級建築士事務所の登録を証明する書類の写し
	－
	１部
	
	

	【設計企業】
· 設計業務の実施を担う者の技術士の在籍を証明する書類の写し
	－
	１部
	
	

	【設計企業】
平成21年４月１日以降の国内における日量１万ｍ3以上（公称能力）の浄水能力を有する浄水場（上水道）の新設、増設又は更新（改良）工事に係る詳細設計業務の設計契約書、仕様書等の写し
	－
	１部
	
	

	【機械器具設置工事企業】
平成21年４月１日以降の国内における日量１万ｍ3以上（公称能力）の浄水能力を有する浄水場（上水道）の新設、増設又は更新（改良）工事に係る施工業務の契約書、仕様書等の写し
	－
	１部
	
	

	· 土木一式工事、建築一式工事、水道施設工事、機械器具設置工事、電気工事につき各々の担当する工事の特定建設業の許可を受けていることを証明する書類の写し
	－
	１部
	
	

	· 工事業務の実施を担う者に関する「総合評定値通知書」の写し
	－
	１部
	
	

	· プロポーザル参加資格確認結果等の郵送のための封筒等
	－
	１部
	
	


（注）提出書類の種類と部数を確認し、「参加者確認」欄をチェックしてください。


（様式Ⅱ－２）
令和　　年　　　月　　　日

プロポーザル参加表明書

都城市水道事業
　代表者　市長　池田　宜永　宛て

　　　　　　　　　　　　　　　　〔代表企業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印


令和〇年〇月○日付けで公告された下記プロポーザルに必要書類を添えて参加を申し込みます。
また、当該プロポーザルの参加資格要件及び必要書類の内容については、事実と相違ないことを誓約いたします。
なお、参加資格要件を満たさなくなった場合に、参加資格を無効とされても異議申し立てを行いません。



記

1	件　　名

2	必要書類



連絡担当者
所属
氏名
電話
ＦＡＸ
Ｅメール


（様式Ⅱ－３）
令和　　年　　　月　　　日
プロポーザル参加者の企業一覧表
	１【代表企業：企業名】　　担当業務　　　　　　　　　　　　　　

	 　商号又は名称
 　所在地

 　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
 　連絡先  氏名
 　　      所属
　　      所在地
　　      電話／ＦＡＸ
　      Ｅメール

	２【構成企業】　　　　　　　担当業務　　　　　　　　　　　　　　

	　商号又は名称
 　所在地

 　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
 　連絡先  氏名
 　　      所属
　　      所在地
　　      電話／ＦＡＸ
　      Ｅメール

	３【構成企業】　　　　　　　担当業務　　　　　　　　　　　　　　

	　商号又は名称
 　所在地

 　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
 　連絡先  氏名
 　　      所属
　　      所在地
　　      電話／ＦＡＸ
　      Ｅメール

	４【構成企業】　　　　　　　担当業務　　　　　　　　　　　　　　

	　商号又は名称
 　所在地

 　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
 　連絡先  氏名
 　　      所属
　　      所在地
　　      電話／ＦＡＸ
　      Ｅメール


（注）記入欄は適宜追加の上、記入してください。

（様式Ⅱ－４）
[bookmark: _Toc21422834][bookmark: _Toc21422903][bookmark: _Toc21422996][bookmark: _Toc21423131][bookmark: _Toc21423247][bookmark: _Toc21423282][bookmark: _Toc21423306][bookmark: _Toc21423547]令和　　年　　　月　　　日

委任状
（グループの各構成企業の代表者から代表企業の代表者への委任状）

都城市水道事業
　代表者　市長　池田　宜永　宛て

	提案参加者の
構成企業
	商号又は名称印

所　 在　 地
代表者名

	同上
	商号又は名称印

所　 在　 地
代表者名













私たちは、下記の企業をグループの代表企業とし、「川東浄水場更新事業」に関し、下記の権限を委任します。

	受任者
	商号又は名称印

所　 在　 地
代表者名

	委任事項
	１　参加資格確認申請に関する件
２　提案に関する件
３　応募辞退に関する件




（様式Ⅱ－５）
令和　　年　　　月　　　日

プロポーザル参加資格確認申請書

都城市水道事業
　代表者　市長　池田　宜永　宛て


　　　　　　　　　　　　　　　　〔代表企業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印


令和〇年〇月○日付けで公表されました「川東浄水場更新事業」に係るプロポーザル参加資格の確認のために、必要書類を添付して申請します。
なお、募集要領等に定められたプロポーザル参加資格要件等を満たしていること、提出書類の記載事項及び添付資料のすべての記載事項が事実と相違ないことを誓約します。




（様式Ⅱ－６）
令和　　年　　　月　　　日
誓約書

都城市水道事業
　代表者　市長　池田　宜永　宛て

　　　　　　　　　　　　　　　　〔代表企業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印


令和〇年〇月○日付けで公表されました「川東浄水場更新事業」の入札に対する提出書類の一式は、募集要項、要求水準書及び設計及び工事請負契約書（案）等に示した条件及び水準等を満たし、又はそれ以上の条件及び水準等であることを誓約します。この誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。













様式Ⅲ　提案書様式


（様式Ⅲ－１－１）
	様式Ⅲ－１－１　基本方針及び基本計画に関する提案　　　　　　　　　　　　【４頁以内】

	
要求水準書4.1.1　1）に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．事業内容及び共通事項を良く理解したものとなっているか。
２．水理計算書・水収支計算書は十分な余裕や工夫はあるか。
３．浄水処理フローは整合性があり、点検・補修に配慮した水槽や配管等施設の多系統化について具体的な提案はあるか。
４．水質管理フローは、適切な水処理が可能であり、かつ既設と同等以上の監視・制御が可能となっているか。
５．将来の施設更新等に配慮した配置平面図、水位高低図となっているか。
６．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・必要資料




（様式Ⅲ－１－１①）
	様式Ⅲ－１－１①　水収支計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	計算条件にもとづいて、提案する施設の年間平均の水収支計算書を作成してください。

[image: ]

なお、水収支計算の根拠や過程を明確にする資料を作成、添付して下さい。枚数制限はありません。

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。





（様式Ⅲ－１－２）
	様式Ⅲ－１－２　業務実施体制に関する提案　　　　　　　　　　　　　　　　【３頁以内】

	
要求水準書4.1.1　2）に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．事業者の各構成員の各工種等における役割分担は明確か。
２．実施体制、配置人員、市との連絡体制は十分か。
３．長期にわたる事業を実施する体制は十分か。
４．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・業務実施体制表
（配置人員については、総括責任者と管理技術者及び現場代理人、その他必要な責任者を配置する。）
・役割分担表
・市との連絡体制表
・その他必要資料





（様式Ⅲ－１－３）
	様式Ⅲ－１－３　有資格者の配置（設計）に関する提案　　　　　　　　　　　【２頁以内】

	
要求水準書4.1.1　2)-(2)に示した項目を踏まえ、設計業務に携わる企業及び技術者の設計実績を下表に記載してください。

	企業名
	

	技術者名
	

	主な実績

	業務概要
	業務名称
	

	
	発注者名称
	

	
	施設名称
	

	
	浄水処理能力（ｍ3/日）
	

	
	業務期間
	

	
	業務内容
	

	業務概要
	業務名称
	

	
	発注者名称
	

	
	施設名称
	

	
	浄水処理能力（ｍ3/日）
	

	
	業務期間
	

	
	業務内容
	

	業務概要
	業務名称
	

	
	発注者名称
	

	
	施設名称
	

	
	浄水処理能力（ｍ3/日）
	

	
	業務期間
	

	
	業務内容
	






（様式Ⅲ－１－４）
	様式Ⅲ－１－４　有資格者の配置（施工）に関する提案　　　　　　　　　　　【２頁以内】

	
要求水準書4.1.1　2)-(2)に示した項目を踏まえ、施工業務に携わる企業及び技術者の設計実績を下表に記載してください。

	企業名
	

	技術者名
	

	主な実績

	業務概要
	業務名称
	

	
	発注者名称
	

	
	施設名称
	

	
	浄水処理能力（ｍ3/日）
	

	
	業務期間
	

	
	業務内容
	

	業務概要
	業務名称
	

	
	発注者名称
	

	
	施設名称
	

	
	浄水処理能力（ｍ3/日）
	

	
	業務期間
	

	
	業務内容
	

	業務概要
	業務名称
	

	
	発注者名称
	

	
	施設名称
	

	
	浄水処理能力（ｍ3/日）
	

	
	業務期間
	

	
	業務内容
	





（様式Ⅲ－１－５）
	様式Ⅲ－１－５　環境負荷低減に関する提案　　　　　　　　　　　　　　　　【２頁以内】

	
要求水準書4.1.2に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．設計、工事及び維持管理における環境配慮方針は具体的な効果が示されているか。
２．上記環境配慮方針における、環境負荷計算は妥当であるか。
３．省電力、撤去物の有効利用に配慮されているか。
４．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・算定根拠
・その他必要資料




（様式Ⅲ－１－６）
	様式Ⅲ－１－６　保守点検計画に関する提案　　　　　　　　　　　　　　　　【２頁以内】

	
要求水準書4.1.3　1)に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．日常点検、月次点検及び年次点検の内容並びに定期修理における周期の根拠や内容は明確か。
２．上記点検内容は、故障発生の兆候をつかむことを意識する等、維持管理の容易性について配慮されているか。
３．施設台帳の構築にあたり、操作性に配慮されているか。
４．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・定期点検計画書及び定期修繕計画書
・その他必要資料





（様式Ⅲ－１－６①）
	様式Ⅲ－１－６①　点検リスト（土木構造物）　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	対象施設
	番号
	構造物名称
	点検項目
	方法
	頻度

	例：浄水施設
	1
	例）浄水池
	躯体の亀裂
	現場作業員による目視点検
	１回／１年

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




（様式Ⅲ－１－６②）
	様式Ⅲ－１－６②　点検リスト（建築構造物、建築機械設備・建築電気設備含む）【制限なし】

	対象施設
	番号
	構造物名称
	点検項目
	方法
	頻度

	例：浄水施設
	1
	例）管理棟
	躯体の亀裂
	現場作業員による目視点検
	１回／１年

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




（様式Ⅲ－１－６③）
	様式Ⅲ－１－６③　点検リスト（機械設備）　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	番号
	対象施設
	機器名称
	点検項目
	方法
	頻度

	例：○
	浄水施設
	送水ポンプ
	減速部の軸・軸受け
	メーカーによる
点検
	１回／年

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




（様式Ⅲ－１－６④）
	様式Ⅲ－１－６④　点検リスト（電気・計装設備）　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	番号
	対象箇所
	機器名称
	点検項目
	方法
	頻度

	例：○
	受変電設備
	変圧器
	保護装置の配線、接続部の状況
	メーカーによる
点検
	１回／１年

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




（様式Ⅲ－１－６⑤）
	様式Ⅲ－１－６⑤　点検リスト（中央監視制御設備）　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	番号
	対象箇所
	機器名称
	点検項目
	方法
	頻度

	例：○
	管理室
	プロセス入出力装置
	冷却ファン清掃動作点検
	清掃、動作確認
	１回／１年

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




（様式Ⅲ－１－６⑥）
	様式Ⅲ－１－６⑥　修繕リスト（土木構造物）　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	番号
	構造物名称
	対象箇所
	修繕項目
	頻度
	修繕内容

	例：○
	例：浄水池 
	外壁
	躯体ひび割れによる漏水、鉄筋爆裂の補修
	確認次第
適宜
	業者による施工

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




（様式Ⅲ－１－６⑦）
	様式Ⅲ－１－６⑦　修繕リスト（建築構造物、建築機械設備・建築電気設備含む）【制限なし】

	番号
	構造物名称
	対象箇所
	修繕項目
	頻度
	修繕内容

	例：○
	例：管理棟
	庇
	鉄筋爆裂の補修
	確認次第
適宜
	業者による施工

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




（様式Ⅲ－１－６⑧）
	様式Ⅲ－１－６⑧　修繕リスト（機械設備）　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	番号
	対象施設
	機器名称
	修繕項目
	頻度
	修繕内容

	例：○
	浄水施設
	送水ポンプ
	軸受ボックスの交換
	１回／5年
	メーカーによる交換

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




（様式Ⅲ－１－６⑨）
	様式Ⅲ－１－６⑨　修繕リスト（電気・計装設備）　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	番号
	対象箇所
	機器名称
	修繕項目
	頻度
	修繕内容

	例：○
	受変電設備
	変圧器
	コンデンサ
	1回／10年
	メーカーによる交換

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注記）時間計画保全で更新を推奨する機器（水位計、圧力計、水質計器等）は、15年目に交換する計画とすること。

（様式Ⅲ－１－６⑩）
	様式Ⅲ－１－６⑩　修繕リスト（中央監視制御設備）　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	番号
	対象箇所
	機器名称
	修繕項目
	頻度
	修繕内容

	例：○
	管理室
	プロセス入出力装置
	本体交換
	1回／15年
	メーカーによる交換

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




（様式Ⅲ－１－７）
	様式Ⅲ－１－７　教育・訓練に関する提案　　　　　　　　　　　　　　　　　【１頁以内】

	
要求水準書4.1.3　2)に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．運転管理マニュアルの作成の取組方針は具体的かつ効果的なマニュアル作成が期待できるか。
２．施設引渡し前後に、市職員及び運転管理受託業者が習熟するための教育訓練の内容と期間は十分か。
３．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・運転マニュアル作成方針
・教育訓練計画書
・その他必要資料




（様式Ⅲ－１－８）
	様式Ⅲ－１－８　コスト縮減方策に関する提案　　　　　　　　　　　　　　　【２頁以内】

	
要求水準書4.1.3　3)示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．維持管理におけるコスト縮減方策は具体的であり、かつ性能確保と両立しているか。
２．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・必要資料





（様式Ⅲ－１－８①）
	様式Ⅲ－１－８①　維持管理費用計画(１)　　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	
[image: ]

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。





（様式Ⅲ－１－８②）
	様式Ⅲ－１－８②　維持管理費用計画(２)　　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	
　[image: ]

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。





（様式Ⅲ－１－８③）
	様式Ⅲ－１－８③　維持管理費用計画(３)　　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	
[image: ]

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。





（様式Ⅲ－１－９）
	様式Ⅲ－１－９　設計条件を逸脱した異常時の対応の提案　　　　　　　　　　【１頁以内】

	
要求水準書4.1.3　4)に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．設計条件を逸脱した異常時（高濁度、原水水質の高pH・鉄及びマンガン、停電時の発電機故障等）の対応は、具体的であり効果が期待できるか。
２．上記の対応が、運転マニュアルや自動運転に反映されているか。
３．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・必要資料





（様式Ⅲ－２－１）
	様式Ⅲ－２－１　調査計画に対する提案　　　　　　　　　　　　　　　　　　【２頁以内】

	
要求水準書4.2及び4.3.1に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．今回必要な各調査についての調査計画及び調査内容の根拠は明確か。
２．より確実で安全な施工を目指した調査を提案しているか。
３．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・必要資料




（様式Ⅲ－２－２）
	様式Ⅲ－２－２　浄水施設設計に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　【４頁以内】

	
要求水準書4.3.2に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．各施設の整備内容（規模・能力、信頼性）は適切か。
２．原水水質・水量変動に対して確実な対応が可能な施設となっているか。
３．運転管理及び維持管理に配慮されているか。
４．薬品注入方法は確実か。
５．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・必要資料




（様式Ⅲ－２－２①）
	様式Ⅲ－２－２①　主要施設リスト（土木構造物）　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	番号
	構造物名称
	主な用途
	仕様

	1
	例：着水井
	例：水量・水位の調整
	ＲＣ造 Ｗ○×Ｌ○×Ｈ○ｍ
基礎：　　　　　　　　　　　　　　　等

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	




（様式Ⅲ－２－２②）
	様式Ⅲ－２－２②主要施設リスト（建築構造物、建築機械設備・建築電気設備含む）
【制限なし】

	番号
	構造物名称
	主な用途
	仕様

	1
	例：管理棟
	運転管理、‥‥
	ＲＣ造 ○階立て
基礎：　　　　　　　　　　　　　　　等

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	




（様式Ⅲ－２－２③）
	様式Ⅲ－２－２③　主要設備リスト（機械設備）　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	番号
	機器名称
	主寸法
	定格
	台数
	仕様

	1
	例：送水ポンプ
	φ○.○○ｍ
	△△kW
	□
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




（様式Ⅲ－２－２④）
	様式Ⅲ－２－２④　主要設備リスト（電気・計装設備）　　　　　　　　　　　【制限なし】

	番号
	機器名称
	構 造
	形 式 等
	配電盤の規格
	主要設備の規格

	
	例： 引込受電盤
	屋内閉鎖形
	ＰＷ－○○
	ＪＥＭ-○○○○
	ＪＥＣ-○○○○
ＪＥＣ-○○○○

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




（様式Ⅲ－２－２⑤）
	様式Ⅲ－２－２⑤　主要設備リスト（中央監視制御設備）　　　　　　　　　　【制限なし】

	番号
	機 器 名 称
	監視方式
	入出力点数
	速  度
	備  考

	○
	例：監視制御装置 ○台
	ＣＲＴ方式
（液晶パネル）
	最大ＡＩＯ　○点
最大ＤＩＯ　○点
最大ＰＩＯ  ○点
	ＬＡＮ
○
Ｍｂ／Ｓ
	記憶装置
日報○日
月報○か月
年報○年

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




（様式Ⅲ－２－３）
	様式Ⅲ－２－３　配置計画に対する提案　　　　　　　　　　　　　　　　　　【３頁以内】

	
要求水準書2.1.1　1)及び4.1.1　1)に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．新設・切替・撤去時の施設の安定した運用性が確保できるか。
２．周囲の住環境に配慮した配置計画となっているか。
３．維持管理動線を確保した施設配置となっているか。
４．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・配置計画
・その他必要資料






（様式Ⅲ－２－４）
	様式Ⅲ－２－４　配水施設設計に対する提案　　　　　　　　　　　　　　　　【１頁以内】

	
要求水準書4.3.3に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．配水池の整備内容（規模、信頼性）は適切か。
２．コンクリートのひび割れ防止性能・耐震性能を確保するための具体的な提案があるか。
３．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・必要資料






（様式Ⅲ－３－１）
	様式Ⅲ－３－１　施工中の事故防止に対する提案　　　　　　　　　　　　　　【２頁以内】

	
要求水準書4.4.1　1)に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．想定される事故に対する安全対策は具体的で実現可能か。
２．事故を未然に防ぐための安全管理体制は具体的で実現可能か。
３．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・安全管理体制表
・その他必要資料






（様式Ⅲ－３－２）
	様式Ⅲ－３－２　水処理の安定性を確保した既設・新設の切替や撤去に対する提案
【３頁以内】

	
要求水準書4.4.1　2)に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．施設切替時等、工事期間中における浄水量及び浄水水質は確実に確保されているか。
２．工事期間中において、水処理の安定性を阻害する要因について、想定できているか。
（自然災害、機器の事故、水質事故、人身事故等）
３．２への対策は具体的かつ効果的か。
４．工事期間中の川東浄水場・母智丘配水池の運転・維持管理業務に配慮されているか。
５．複数工事同時発生時期における工事間の調整方法は適切か。
６．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・必要資料




（様式Ⅲ－３－３）
	様式Ⅲ－３－３　全体工程の管理に対する提案　　　　　　　　　　　　　　　【３頁以内】

	
要求水準書4.4.2に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．工程表において、準備期間、現場着手から供用開始までの各工種が期間内に網羅されているか。
２．工程管理方法は確実か。
３．施工品質確保に配慮した工程管理になっているか。
４．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・工程計画
・施工手順書
・施工管理計画
・必要資料




（様式Ⅲ－３－４）
	様式Ⅲ－３－４　周辺住民への配慮に対する提案　　　　　　　　　　　　　　【２頁以内】

	
要求水準書4.4.3に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．工事期間中において、川東浄水場・母智丘配水池周辺の住環境へ影響を与える要因について、本工事の内容を踏まえて想定できているか。
２．上記への対策は具体的かつ効果的か。
３．近隣住民に対する理解と協力を得るための具体案はあるか。
４．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・必要資料




（様式Ⅲ－３－５）
	様式Ⅲ－３－５　場内整備に対する提案　　　　　　　　　　　　　　　　　　【１頁以内】

	
要求水準書4.4.4に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．工事期間中の駐車場スペース及び緊急車両通行スペースを確保できているか。
２．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・必要資料




（様式Ⅲ－４－１）
	様式Ⅲ－４－１　地域経済への貢献に対する提案　　　　　　　　　　　　　　【１頁以内】

	
要求水準書4.5.1に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．地場企業の活用に関する方策は具体的かつ効果的か。
２．地場産品の活用に関する方策は具体的かつ効果的か。
３．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・必要資料





（様式Ⅲ－４－２）
	様式Ⅲ－４－２　地域社会への貢献に対する提案　　　　　　　　　　　　　　【１頁以内】

	
要求水準書4.5.2に示した項目について、以下の評価視点を踏まえ、簡潔に分かりやすく記述してください。
なお、根拠資料等は添付資料としてください。

（評価の視点）
１．浄水場・配水池周辺・都城市域を対象とした地域社会への貢献方策は具体的かつ効果的か。
２．その他、評価できる提案はあるか。

添付資料（自由書式）
・必要資料




（様式Ⅲ－５）
	様式Ⅲ－５　提案概要説明書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【２頁以内】

	
提案概要説明書は、別途Ａ３判横置き（自由様式　２枚以内）で提出してください。





（様式Ⅲ－６）
	様式Ⅲ－６　施設計画図面集　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	
施設計画図面集は別途Ａ３判見開き製本で提出してください。
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（様式Ⅲ－７）
要求水準チェックリスト（１）
[image: ][image: ]
※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。

（様式Ⅲ－７）
要求水準チェックリスト（２）
[image: ][image: ]
※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。

（様式Ⅲ－７）
要求水準チェックリスト（３）
[image: ][image: ]
※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。


（様式Ⅲ－７）
要求水準チェックリスト（４）
[image: ][image: ]
※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。

（様式Ⅲ－７）
要求水準チェックリスト（５）
[image: ][image: ]
※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。


（様式Ⅲ－７）
要求水準チェックリスト（６）
[image: ][image: ]
※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。

（様式Ⅲ－７）
要求水準チェックリスト（７）
[image: ][image: ]
※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。


（様式Ⅲ－７）
要求水準チェックリスト（８）
[image: ][image: ]
※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。



（様式Ⅲ－８－１）






川東浄水場更新事業



第１次提案書













グループ名

受付番号：●●
正本
注）グループ名は１部のみ記載し、１３部はグループ名を記載しないでください。

（様式Ⅲ－８－２）






川東浄水場更新事業



第１次提案書　添付資料














グループ名

受付番号：●●
正本

（様式Ⅲ－８－３）
	様式Ⅲ－９－３　第１次提案書　添付資料一覧表　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	様式番号
	添付資料番号
	ページ
	備  考

	様式Ⅲ－１
	１－１
	（連番とする）
	浄水フロー図

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



備考　添付資料番号は「様式Ⅲ－Ａ」の場合、「Ａ－１」「Ａ－２」‥‥とし、同じ様式ごとに１から始める連番としてください。


（様式Ⅲ－８－４）






川東浄水場更新事業



提案書













グループ名

受付番号：●●
正本
注）グループ名は１部のみ記載し、１３部はグループ名を記載しないでください。

（様式Ⅲ－８－５）






川東浄水場更新事業



提案書　添付資料














グループ名

受付番号：●●
正本

（様式Ⅲ－８－６）
	様式Ⅲ－８－６　提案書　添付資料一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	様式番号
	添付資料番号
	ページ
	備  考

	様式Ⅲ－１
	１－１
	（連番とする）
	浄水フロー図

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



備考　添付資料番号は「様式Ⅲ－Ａ」の場合、「Ａ－１」「Ａ－２」‥‥とし、同じ様式ごとに１から始める連番としてください。


（様式Ⅲ－９－１）

提　案　価　格　書

	金額
	百
	拾
	億
	千
	百
	拾
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（消費税等抜き）
ただし（件名）
	



上記のとおり貴市の説明事項に基づいた見積りの上、提案価格とします。


令和　　年　　月　　日

（見積者）　　所　 在 　地

商号又は名称

代表者職氏名	印

（宛先）
都城市水道事業 代表者 市長 池田 宜永
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（様式Ⅲ－９－２）
	様式Ⅲ－９－２　提案価格内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	
[image: ]

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。


1/9

（様式Ⅲ－９－２）
	様式Ⅲ－９－2　提案価格内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	
[image: ]

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。


2/9

（様式Ⅲ－９－２）
	様式Ⅲ－９－２　提案価格内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	
[image: ]

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。


3/9

（様式Ⅲ－９－２）
	様式Ⅲ－９－２　提案価格内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	
[image: ]

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。


4/9

（様式Ⅲ－９－２）
	様式Ⅲ－９－２　提案価格内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	
[image: ]

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。


5/9

（様式Ⅲ－９－２）
	様式Ⅲ－９－２　提案価格内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	
[image: ]

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。


6/9

（様式Ⅲ－９－２）
	様式Ⅲ－９－２　提案価格内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	
[image: ]

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。


7/9

（様式Ⅲ－９－２）
	様式Ⅲ－９－２　提案価格内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	
[image: ]

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。


8/9

（様式Ⅲ－９－２）
	様式Ⅲ－９－２　提案価格内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【制限なし】

	
[image: ]

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。


9/9

（様式Ⅲ－９－３）
	様式Ⅲ－９－３　年度別事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【１頁以内】

	計算条件にもとづいて、提案する施設整備にかかる年度別工事費を作成してください。

[image: ]

※別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。




image2.emf
種別 番号 日当たり 備考(計算式）

（1）取水量

（m

3

/日）

18,436

（2）浄水量

（m

3

/日）

18,436

（3）水温 （℃） 19.8

（4）原水濁度 （度） 1.8

（5）ｐＨ （－） 6.9

（6）SS換算係数 （－） 1.5

例）

[１]着水井 １ 着水井流入量

（m

3

/日）

[２]除鉄除マンガン設備

２ 除鉄除マンガン設備流入量

（m

3

/日）

※注：SS換算係数は仮定値とする。

細目

計算条件


image3.emf
　維持管理費を以下のとおり算定して下さい。

２．対象水量は水収支計算書によること

３．消費税及び地方消費税は計上しない

① 動力費

② 薬品費

③ 修繕費

④ 保守点検費

⑤ 下水道使用料

合計

４．各費用の算定条件を以下に示します。

①動力費算定条件

ア．動力費は以下の条件で算定すること。

　　・川東浄水場内（着水井から浄水池）の浄水運用及び

　　　川東浄水場から母智丘配水池までの送水運用に係わる電気料金を対象とする。

　　・建築付帯動力、建築付帯照明に係る電力費は対象としない。当該負荷容量は契約電力計算

　　　のために計算する。

　　・電力料金は、公募時点の九州電力（株）の電気供給約款により算定する。

　　・契約（料金）メニューは設備容量や動力費などの根拠に基づいて設定する。

　　 ・燃料費調整額、再生可能エネルギー発電促進賦課金は考慮せず、基本料金と電力量料金により算定する。

　　 ・力率は平均力率85％とする。

②薬品費条件

ア．薬品単価（消費税抜き）は、次のとおりとすること（単価は市の上水・簡水含む使用実績）

次亜塩素酸ナトリウム（12%） ［円/ｋｇ］ 67

ポリ塩化アルミニウム（ＰＡＣ） ［円/ｋｇ］ 72

イ．注入率の決定の根拠を提出し、ア以外の薬品を使用する場合には、薬品単価の根拠を提示のこと

③修繕費条件

ア．２０年間での消耗品の交換回数は機器毎に各自設定し、根拠を提出すること

イ．対象とする消耗品は、労務費は各自単価で計上（労務費を含む金額を記入）のこと

④保守点検費条件

ア．２０年間での点検頻度・点検内容は機器毎に各自設定し、根拠を提出すること

イ．保守点検に要する労務費は各自単価で計上（労務費を含む金額を記入）すること

ウ．時間計画保全で更新を推奨する機器（水位計、圧力計、水質計器等）は15年目に更新費用を計上すること

⑤下水道使用料条件

ア．除鉄所マンガンろ過機の洗浄排水後、下水道放流した際の下水道使用料を算出すること。

イ．１回当たりの洗浄排水量を算出し、根拠を提出すること。

ウ．下水道使用料の単価は、都城市下水道使用料金表を採用すること。



１．２０年間にかかる総費用（①動力費、②薬品費、③修繕費、④保守点検費、⑤下水道使用料）を算定すること

項目

２０年間の維持管理費の合計額

（単位：円）


image4.emf
項目 計（20年間） 1年目 2年目 3年目 ・・・ ・・・ 20年目

１．動力費

(a)電気容量 kW

(b)単価（基本料金） 円/kW

(c)使用月数 月

(d)基本料金 円

(e)電力使用量 kWh/日

(f)単価（電力量） 円/kWh

(g)年間日数 日

(h)電力使用料金 円

動力費　計 円

２．薬品費

(a)次亜塩素酸ナトリウム使用量 ｋｇ/日

(b) ｋｇ/日

(c) ｋｇ/日

(d) ｋｇ/日

(e) ｋｇ/日

(f)次亜塩素酸ナトリウム単価 円/kg

(g) 円/kg

(i) 円/kg

(j) 円/kg

(h) 円/kg

(k)薬品費（一日あたり） 円/日

(L)年間日数 日

薬品費　計 円

３．修繕費

(a)除鉄除マンガン設備（例） 円

(b)計装機器 円

(c)送水ポンプ 円

(d) 円

(e) 円

修繕費　計 円

４．保守点検費

(a)除鉄除マンガン設備（例） 円

(b)計装機器 円

(c)送水ポンプ 円

(d) 円

(e) 円

保守点検費　計 円

５．下水道使用料

(a)除鉄除マンガンろ過機排水 円

(b) 円

(c) 円

(d) 円

(e) 円

保守点検費　計 円

６．維持管理費集計

維持管理費　計 円


image5.emf
電力量算出根拠

(1)契約電力

kW

(2)電力使用量

kW

kW

kW



浄水処理系（水処理・薬品注入・送水ポンプ設備）

No. 機　器　名　称

負荷

容量

［kW］

設置

台数

［台］

設置

容量

［kW］

常用

台数

［台］

常用

容量

［kW］

運転

時間

［h/

日］

負荷率



［％］

使用量



[kWh/

日]

運転

日数

［日/年］

年間

使用量

[kWh/年]

備考

1



2



3



5



4



7



6



9



8



11



10



－



最大実働容量



合　　　　計 － －



－



－ －



運転

時間

［h/

日］

負荷率



［％］

使用量



[kWh/

日]

運転

日数

［日/年］

年間

使用量

[kWh/年]

備考



その他（建築付帯動力）

No. 機　器　名　称

負荷

容量

［kW］

設置

台数

［台］

設置

容量

［kW］

常用

台数

［台］

常用

容量

［kW］



2



1 ○○棟建築付帯照明



3



5



4



－



最大実働容量



合　　　　計 － －



－



－ －



その他（建築付帯電灯）

No. 機　器　名　称

負荷

容量

［kW］

設置

台数

［台］

設置

容量

［kW］

常用

台数

［台］

常用

容量

［kW］

運転

時間

［h/

日］

負荷率



［％］

使用量



[kWh/

日]

運転

日数

［日/年］

年間

使用量

[kWh/年]

備考

1 ○○棟建築付帯照明



2



3



5



4



－



最大実働容量



合　　　　計 － －



－



－ －


image6.emf
チェック

－ － － －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

1

工事対象施設に対し、要求する機能を踏まえた水理計算・水収支計算を行うこと。

2

要求する機能や施設の多系統化を踏まえた浄水処理フローを構築すること。

3

既設と同等以上の水質監視が可能な水質管理フローを構築すること。

4

維持管理動線を確保した施設配置とすること。

－

－

－ －

5

事業者の各構成員の各工種等における役割分担を明確にすること。

6

実施体制、配置人員、市との連絡体制を明確にすること。

7

長期に渡る事業を実施する体制を明確にすること。

－

－

－ －

①

8

設計・工事・維持管理における環境配慮方針を策定すること。

②

9

上記環境配慮方針における、妥当性のある環境負荷計算結果

③

10

省電力、撤去物の有効利用への配慮

－

－

－ －

－

－

－ －

①

11

工事対象施設における各工種の点検リストを作成すること。

②

12

施設引渡し後の定期修理計画を策定すること。

③

13

川東浄水場における施設台帳を汎用性のあるソフトを用いて作成すること。

④

14

点検内容において、故障発生の兆候を見つけることが意識されている等、維持管理へ配慮すること。

－

－

－ －

15

工事対象施設及び既設を含めた川東浄水場全体の運転管理マニュアルを策定すること。

16

施設引渡し前後における市に対する教育訓練計画を策定し、教育訓練を行うこと。

－

－

－ －

17

コスト縮減と性能確保を両立するコスト縮減方策の策定すること。

－

－

－ －

18

設計条件を逸脱した異常時（高濁度、原水水質の高

pH

・鉄及びマンガン、停電時の発電機故障等）の対応方法を策定すること。

19

上記の対応策を、運転マニュアルや設備の自動運転へ反映すること。

－

－

－ －

－

－

－ －

20

工事対象施設を考慮した調査実施計画を策定すること。

21

本工事に必要な以下の調査を実施すること。

22

測量調査・・・設計及び工事に必要な部分の測量調査

23

地質調査・・・事業者提案の施設配置に伴い必要となる追加調査

24

試掘調査・・・工事への影響が考えられる埋設物位置確認のための調査

25

土壌汚染調査・・・工事への影響が考えられる土壌の汚染調査

26

地下埋設物調査・・・文献等による地下埋設物の調査

27

浸水想定調査

4.3.2

　浄水施設設計に関する事項（土木、建築、電気、機械及び配管の既設撤去・新設設計）土木、建築、電気、機械及び配管の既設撤去及び新設設計を行うこと。（受電・自家発電施設、監視制御設備については

4.2.4

に示す。）

－

－

－

－ －

●

28

浄水施設に供給する原水を受け、原水に含まれるシラス等の沈降分離及び水位変動の安定化を図ることを目的とする。

●

29

川東系及び吉尾系水源を３系統に分類して、それぞれの原水が着水井へ導水できる構造とする。

●

30

池数は、２池以上に分割するものとし、２池合わせて

15

分間以上の滞留時間とし、維持管理性に考慮した大きさとすること。

●

31

流量計は、着水井前の原水３系統の導水管それぞれに設置すること。

③

②

③

④

2

)

　業務実施体制

①

②

4.1.2

　環境面への配慮に関する事項（環境負荷低減対策）

2)

　教育・訓練

①

②

4.1.3

　維持管理計画に関する事項

1)

　保守点検計画

3)

　コスト縮減方策

①

4)

　設計条件を逸脱した異常時の対応

①

①　着水井設計

提案書記載箇所

(

頁、行

)

4

．対象業務の細則

4.1

　全体に関する事項

4.1.1

　実施計画に関する事項

1)

　基本方針及び基本計画

要求水準書の項目

No.

チェック項目

①

②

4.3

　設計に関する事項

4.3.1

　調査に関する事項（調査計画）

①

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

②


image7.emf
チェック

－ － － －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

1

工事対象施設に対し、要求する機能を踏まえた水理計算・水収支計算を行うこと。

2

要求する機能や施設の多系統化を踏まえた浄水処理フローを構築すること。

3

既設と同等以上の水質監視が可能な水質管理フローを構築すること。

4

維持管理動線を確保した施設配置とすること。

－

－

－ －

5

事業者の各構成員の各工種等における役割分担を明確にすること。

6

実施体制、配置人員、市との連絡体制を明確にすること。

7

長期に渡る事業を実施する体制を明確にすること。

－

－

－ －

①

8

設計・工事・維持管理における環境配慮方針を策定すること。

②

9

上記環境配慮方針における、妥当性のある環境負荷計算結果

③

10

省電力、撤去物の有効利用への配慮

－

－

－ －

－

－

－ －

①

11

工事対象施設における各工種の点検リストを作成すること。

②

12

施設引渡し後の定期修理計画を策定すること。

③

13

川東浄水場における施設台帳を汎用性のあるソフトを用いて作成すること。

④

14

点検内容において、故障発生の兆候を見つけることが意識されている等、維持管理へ配慮すること。

－

－

－ －

15

工事対象施設及び既設を含めた川東浄水場全体の運転管理マニュアルを策定すること。

16

施設引渡し前後における市に対する教育訓練計画を策定し、教育訓練を行うこと。

－

－

－ －

17

コスト縮減と性能確保を両立するコスト縮減方策の策定すること。

－

－

－ －

18

設計条件を逸脱した異常時（高濁度、原水水質の高

pH

・鉄及びマンガン、停電時の発電機故障等）の対応方法を策定すること。

19

上記の対応策を、運転マニュアルや設備の自動運転へ反映すること。

－

－

－ －

－

－

－ －

20

工事対象施設を考慮した調査実施計画を策定すること。

21

本工事に必要な以下の調査を実施すること。

22

測量調査・・・設計及び工事に必要な部分の測量調査

23

地質調査・・・事業者提案の施設配置に伴い必要となる追加調査

24

試掘調査・・・工事への影響が考えられる埋設物位置確認のための調査

25

土壌汚染調査・・・工事への影響が考えられる土壌の汚染調査

26

地下埋設物調査・・・文献等による地下埋設物の調査

27

既存コンクリートの強度等試験・・・改修設計の条件を設定するための調査

28

浸水想定調査

4.3.2

　浄水施設設計に関する事項（土木、建築、電気、機械及び配管の既設撤去・新設設計）土木、建築、電気、機械及び配管の既設撤去及び新設設計を行うこと。（受電・自家発電施設、監視制御設備については

4.2.4

に示す。）

－

－

－

－ －

●

29

浄水施設に供給する原水を受け、原水に含まれるシラス等の沈降分離及び水位変動の安定化を図ることを目的とする。

●

30

川東系及び吉尾系水源を３系統に分類して、それぞれの原水が着水井へ導水できる構造とする。

●

31

池数は、２池以上に分割するものとし、２池合わせて

15

分間以上の滞留時間とし、維持管理性に考慮した大きさとすること。

●

32

流量計は、着水井前の原水３系統の導水管それぞれに設置すること。

キ

①　着水井設計

②

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

4)

　設計条件を逸脱した異常時の対応

①

②

4.3

　設計に関する事項

4.3.1

　調査に関する事項（調査計画）

①

1)

　保守点検計画

2)

　教育・訓練

①

②

3)

　コスト縮減方策

①

③

4.1.2

　環境面への配慮に関する事項（環境負荷低減対策）

4.1.3

　維持管理計画に関する事項

4.1.1

　実施計画に関する事項

1)

　基本方針及び基本計画

①

②

③

④

要求水準書の項目

No.

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)

4

．対象業務の細則

4.1

　全体に関する事項

2

)

　業務実施体制

①

②
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チェック

●

32

構造形式は、鉄筋コンクリート造又は鋼製を主体とする。水質適合性や耐震性など構造的安全性を確保されたものとすること。鋼製の場合は、鉄筋コンクリート構

造物と同等の耐用となる年数を有するように材質及び内外面の塗装仕様を考慮すること。

●

33

塩素による腐食を考慮し、耐塩素の部材を用いること。

●

34

覆蓋を設けるものとし、構造は内部点検ができる可動式又は設置取り外しが容易なものとすること。

●

35

沈降分離したシラス等の排出が容易な構造とすること。

●

36

躯体廻り配管は、腐食に耐性がある材質を採用すること。

－

－

－ －

●

37

 

原水中の鉄、溶解性マンガンを酸化・不溶化後、除去可能な施設とする。

●

38

水質条件は、表

 2.3.3

に示した目標浄水水質（浄水場出口での値）のとおり、鉄及びその化合物

0.03mg/l

以下、マンガン及びその化合物

0.01mg/l

以下とすること。

●

39

経済性、維持管理性に優れる仕様のものを採用すること。除鉄・除マンガン施設本体の材質を鋼板とする場合は、外面仕上げは亜鉛メタリコン仕上げ等耐久性のあ

る仕上げとする。

●

40

台数は複数とし、予備基を設けること。除鉄・除マンガン施設のろ材の洗浄、ろ材の交換及び保守点検時においても要求する性能が発揮できるものとする。客観的

に運用が可能であると認められる提案の場合には予備の設置がないことも認めるものとする。

●

41

運転方式は、複数基並列の浄水池水位と連動した全自動運転とする。

●

42

躯体廻り配管は、腐食に耐性がある材質を採用すること。

－

－

－ －

●

43

池数は、それぞれ２分割構造とし、片池が停止した場合でも送配水機能が保持されるものとする。メンテナンス、緊急時等に備え、相互融通が可能な構造とするこ

と。

●

44

有効容量は、浄水池で

1,500m3

以上、浄水池兼配水池で

3,000m3

以上とする。場内作業用水を確保すること。

●

45

構造形式は、鉄筋コンクリート造又は鋼製を主体とする。水質適合性や耐震性など構造的安全性を確保されたものとすること。鋼製の場合は、鉄筋コンクリート構

造物と同等の耐用となる年数を有するように材質及び内外面の塗装仕様を考慮すること。

●

46

短絡流が生じない構造とする。

●

47

住宅地に隣接して新設する場合、日照や景観に配慮し、新設建築施設と敷地境界との離隔は、十分確保すること。

－

－

－ －

●

48

使用する薬品は、「水道施設の技術的基準を定める省令（平成

12

年厚生省令第

15

号）第

1

条

16

号」を満足した薬品を使用すること。

●

49

消毒用の塩素剤は次亜塩素酸ナトリウムを使用すること。維持管理上のメリットデメリット及び維持管理費用を勘案の上、

JWWA

規格品を提案すること。

●

50

薬品の注入制御は自動化を図るとともに、安全かつ安心して薬品注入が可能な設備とすること。

●

51

注入量の計測が可能で、無注入の検知及び警報発報ができる設備とすること。

●

52

薬品の注入点及び注入率は提案とするが、効率的な注入が可能な注入点を選定すること。

●

53

薬品注入配管には注入点を区別するための表示を行うこと。

●

54

次亜塩素酸ナトリウムの貯蔵量は一日平均注入量の

30

日分以上とする。

●

55

液体の薬品は混合することがないよう薬品に防液堤を設け、防液堤内は防食、防水機能をもたせる。

●

56

薬品注入設備は、屋内設置とすること。

－

－

－ －

－

－

－ －

●

57

川東浄水場では、現在深夜電力と全日分（昼間＋夜間）の２種類の電力契約を行っているが、本事業に伴い、深夜電力の使用は今後廃止し、全日分電力のみを使用

した運用とすること。

●

58

 

ポンプ台数は、きめ細かな送水量調整が可能なように、複数台で構成し、予備機を設けること。また水撃作用及び空転防止への対策を実施し、騒音、振動など環境面に配慮すること。

●

59

計画送水量を

24

時間

/

日の運転で送水できる能力を有するとともに、送水先である母智丘配水池の計画水位まで送水できる能力を有すること。

●

60

ポンプ形式等は受注者の提案とするが、省エネルギー、維持管理に留意した設備構成とする。

●

61

送水ポンプ設備は、屋内設置とすること。

●

62

送水ポンプ設備の廻り配管（送水ポンプ室内）は、

SUS

製とする。

②　除鉄・除マンガン施設設計

③　浄水池及び浄水池兼配水池設計

④　薬品注入施設設計

No.

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)

⑤　機械設備設計

要求水準書の項目

（送水ポンプ設備）
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チェック

●

33

構造形式は、鉄筋コンクリート造又は鋼製を主体とする。水質適合性や耐震性など構造的安全性を確保されたものとすること。鋼製の場合は、鉄筋コンクリート構

造物と同等の耐用となる年数を有するように材質及び内外面の塗装仕様を考慮すること。

●

34

塩素による腐食を考慮し、耐塩素の部材を用いること。

●

35

覆蓋を設けるものとし、構造は内部点検ができる可動式又は設置取り外しが容易なものとすること。

●

36

沈降分離したシラス等の排出が容易な構造とすること。

●

37

躯体廻り配管は、腐食に耐性がある材質を採用すること。

－

－

－ －

●

38

 

原水中の鉄、溶解性マンガンを酸化・不溶化後、除去可能な施設とする。

●

39

水質条件は、表

 2.3.3

に示した目標浄水水質（浄水場出口での値）のとおり、鉄及びその化合物

0.03mg/l

以下、マンガン及びその化合物

0.01mg/l

以下とすること。

●

40

経済性、維持管理性に優れる仕様のものを採用すること。除鉄・除マンガン施設本体の材質を鋼板とする場合は、外面仕上げは亜鉛メタリコン仕上げ等耐久性のあ

る仕上げとする。

●

41

台数は複数とし、予備基を設けること。除鉄・除マンガン施設のろ材の洗浄、ろ材の交換及び保守点検時においても要求する性能が発揮できるものとする。客観的

に運用が可能であると認められる提案の場合には予備の設置がないことも認めるものとする。

●

42

運転方式は、複数基並列の浄水池水位と連動した全自動運転とする。

●

43

躯体廻り配管は、腐食に耐性がある材質を採用すること。

－

－

－ －

●

44

池数は、それぞれ２分割構造とし、片池が停止した場合でも送配水機能が保持されるものとする。メンテナンス、緊急時等に備え、相互融通が可能な構造とするこ

と。

●

45

有効容量は、浄水池で

1,500m3

以上、浄水池兼配水池で

3,000m3

以上とする。場内作業用水を確保すること。

●

46

構造形式は、鉄筋コンクリート造又は鋼製を主体とする。水質適合性や耐震性など構造的安全性を確保されたものとすること。鋼製の場合は、鉄筋コンクリート構

造物と同等の耐用となる年数を有するように材質及び内外面の塗装仕様を考慮すること。

●

47

短絡流が生じない構造とする。

●

48

住宅地に隣接して新設する場合、日照や景観に配慮し、新設建築施設と敷地境界との離隔は、十分確保すること。

－

－

－ －

●

49

使用する薬品は、「水道施設の技術的基準を定める省令（平成

12

年厚生省令第

15

号）第

1

条

16

号」を満足した薬品を使用すること。

●

50

消毒用の塩素剤は次亜塩素酸ナトリウムを使用すること。維持管理上のメリットデメリット及び維持管理費用を勘案の上、

JWWA

規格品を提案すること。

●

51

薬品の注入制御は自動化を図るとともに、安全かつ安心して薬品注入が可能な設備とすること。

●

52

注入量の計測が可能で、無注入の検知及び警報発報ができる設備とすること。

●

53

薬品の注入点及び注入率は提案とするが、効率的な注入が可能な注入点を選定すること。

●

54

薬品注入配管には注入点を区別するための表示を行うこと。

●

55

次亜塩素酸ナトリウムの貯蔵量は一日平均注入量の

30

日分以上とする。

●

56

液体の薬品は混合することがないよう薬品に防液堤を設け、防液堤内は防食、防水機能をもたせる。

●

57

薬品注入設備は、屋内設置とすること。

－

－

－ －

－

－

－ －

●

58

川東浄水場では、現在深夜電力と全日分（昼間＋夜間）の２種類の電力契約を行っているが、本事業に伴い、深夜電力の使用は今後廃止し、全日分電力のみを使用

した運用とすること。

●

59

 

ポンプ台数は、きめ細かな送水量調整が可能なように、複数台で構成し、予備機を設けること。また水撃作用及び空転防止への対策を実施し、騒音、振動など環境面に配慮すること。

●

60

計画送水量を

24

時間

/

日の運転で送水できる能力を有するとともに、送水先である母智丘配水池の計画水位まで送水できる能力を有すること。

●

61

ポンプ形式等は受注者の提案とするが、省エネルギー、維持管理に留意した設備構成とする。

●

62

送水ポンプ設備は、屋内設置とすること。

●

63

送水ポンプ設備の廻り配管（送水ポンプ室内）は、

SUS

製とする。

②　除鉄・除マンガン施設設計

③　浄水池及び浄水池兼配水池設計

④　薬品注入施設設計

⑤　機械設備設計

（送水ポンプ設備）

要求水準書の項目

No.

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)
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－

－

－ －

●

63

除鉄・除マンガン設備の洗浄用に設置する。

●

64

ポンプ台数は、複数台で構成し、予備機を設けること。また水撃作用及び空転防止への対策を実施し、騒音、振動など環境面に配慮すること。

●

65

ポンプ形式等は受注者の提案とするが、省エネルギー、維持管理に留意した設備構成とする。

●

66

逆洗ポンプ設備は、屋内設置とすること。

（その他）

－

－

－ －

●

67

各種設備は、耐震性を有するものとすること。

●

68

支持金物、アンカーボルト等はステンレス製とすること。

●

69

設備廻りの配管の管材は、日本産業規格（

JIS

）、日本水道協会規格（

JWWA

）に適合し、水理計算、管厚計算により選定した適切な口径及び管種で、耐腐食性、耐

震性を有する管を使用すること。

⑥　電気設備設計（各施設における動力設備等）

－

－

－ －

（受変電設備）

－

－

－ －

●

70

各施設において、以下に示す要求水準を満足する施設設計を行うこと。

●

71

川東浄水場で使用する電力を供給する電気設備を設置すること。なお、受電点については、電力会社と協議の上、決定すること。

●

72

受変電設備は、新設する電気・ポンプ棟内に設置すること。

●

73

受変電設備は、各施設の運転に支障がないように新設及び撤去すること。

●

74

受配電方式は、既設と同等以上の信頼性及び保守性を有する設備構成とすること。

●

75

使用電圧は、原則として

6,600V

、

3,300V

、

400V

、

200V

、

100V

とすること。

●

76

変圧器は、トップランナー変圧器を採用すること。

●

77

高圧閉鎖配電盤の保護構造は、

JEM

－

1425 

に準拠すること。

●

78

停電発生時、問題なく監視操作できるよう適切な容量、設備構成を有する無停電電源装置を設置すること。その他、負荷の運用形態や重要性を考慮し、必要となる

ものについても無停電電源装置を設置すること。

●

79

インバータ機器の使用等による高調波対策が必要な場合には、適切な対策を行うこと。

●

80

適切な力率改善対策を行うこと。また、母線に設ける進相コンデンサは分割し、制御可能とすること。

●

81

雷害対策を万全にすること。

（自家発電設備）

－

－

－ －

●

82

必要容量は、停電時に取水（一部）・浄水・送水負荷及び維持管理上必要な負荷の運転が可能となる容量とすること。

●

83

自家発棟を新設すること。

●

84

自家発電設備は、新設する自家発棟内に設置すること。

●

85

自家発電設備は、低騒音型以上を採用すること。

●

86

自家発電設備は、更新時においても停電時の対応に支障がないように新設及び既設撤去すること。

●

87

高圧閉鎖配電盤の保護構造は、

JEM

－

1425 

に準拠すること。

●

88

エンジンは、ディーゼルまたはガスタービンエンジンとすること。

●

89

使用燃料はＡ重油とし、燃料タンクは

8

時間以上の容量を確保すること。

●

90

停電後

40

秒以内に所定の電圧を確保できること。

●

91

連続運転を

72

時間以上可能とする自家発電設備とすること。

●

92

排ガス、振動、騒音について環境に配慮すること。給排気設備には、消音装置を設置すること。

（計測設備）

－

－

－ －

●

93

原水流量計測用として水系ごとに電磁式または超音波式流量計を設けること。

●

94

送水流量計測用として送水ポンプ流出集合管に電磁または超音波式流量計を設けること。

●

95

電磁流量計を設ける場合はバイパス管を設けること。

●

96

浄水池及び浄水池兼配水池には、投込式水位計及び水位電極を設けること。

●

97

原水用水質計器として水系ごとに、濁度計、水温計等を設けること。

●

98

処理水用水質計器として、濁度計、

pH

計、残塩計（浄水池手前、配水池流出部）等を設けること。

要求水準書の項目

No.

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)

（逆洗ポンプ設備）
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チェック

－

－

－ －

●

64

除鉄・除マンガン設備の洗浄用に設置する。

●

65

ポンプ台数は、複数台で構成し、予備機を設けること。また水撃作用及び空転防止への対策を実施し、騒音、振動など環境面に配慮すること。

●

66

ポンプ形式等は受注者の提案とするが、省エネルギー、維持管理に留意した設備構成とする。

●

67

逆洗ポンプ設備は、屋内設置とすること。

（その他）

－

－

－ －

●

68

各種設備は、耐震性を有するものとすること。

●

69

支持金物、アンカーボルト等はステンレス製とすること。

●

70

設備廻りの配管の管材は、日本産業規格（

JIS

）、日本水道協会規格（

JWWA

）に適合し、水理計算、管厚計算により選定した適切な口径及び管種で、耐腐食性、耐

震性を有する管を使用すること。

⑥　電気設備設計（各施設における動力設備等）

－

－

－ －

（受変電設備）

－

－

－ －

●

71

各施設において、以下に示す要求水準を満足する施設設計を行うこと。

●

72

川東浄水場で使用する電力を供給する電気設備を設置すること。なお、受電点については、電力会社と協議の上、決定すること。

●

73

受変電設備は、新設する電気・ポンプ棟内に設置すること。

●

74

受変電設備は、各施設の運転に支障がないように新設及び撤去すること。

●

75

受配電方式は、既設と同等以上の信頼性及び保守性を有する設備構成とすること。

●

76

使用電圧は、原則として

6,600V

、

3,300V

、

400V

、

200V

、

100V

とすること。

●

77

変圧器は、トップランナー変圧器を採用すること。

●

78

高圧閉鎖配電盤の保護構造は、

JEM

－

1425 

に準拠すること。

●

79

停電発生時、問題なく監視操作できるよう適切な容量、設備構成を有する無停電電源装置を設置すること。その他、負荷の運用形態や重要性を考慮し、必要となる

ものについても無停電電源装置を設置すること。

●

80

インバータ機器の使用等による高調波対策が必要な場合には、適切な対策を行うこと。

●

81

適切な力率改善対策を行うこと。また、母線に設ける進相コンデンサは分割し、制御可能とすること。

●

82

雷害対策を万全にすること。

（自家発電設備）

－

－

－ －

●

83

必要容量は、停電時に取水（一部）・浄水・送水負荷及び維持管理上必要な負荷の運転が可能となる容量とすること。

●

84

自家発棟を新設すること。

●

85

自家発電設備は、新設する自家発棟内に設置すること。

●

86

自家発電設備は、低騒音型以上を採用すること。

●

87

自家発電設備は、更新時においても停電時の対応に支障がないように新設及び既設撤去すること。

●

88

高圧閉鎖配電盤の保護構造は、

JEM

－

1425 

に準拠すること。

●

89

エンジンは、ディーゼルまたはガスタービンエンジンとすること。

●

90

使用燃料はＡ重油とし、燃料タンクは

8

時間以上の容量を確保すること。

●

91

停電後

40

秒以内に所定の電圧を確保できること。

●

92

連続運転を

72

時間以上可能とする自家発電設備とすること。

●

93

排ガス、振動、騒音について環境に配慮すること。給排気設備には、消音装置を設置すること。

（計測設備）

－

－

－ －

●

94

原水流量計測用として水系ごとに電磁式または超音波式流量計を設けること。

●

95

送水流量計測用として送水ポンプ流出集合管に電磁または超音波式流量計を設けること。

●

96

電磁流量計を設ける場合はバイパス管を設けること。

●

97

浄水池及び浄水池兼配水池には、投込式水位計及び水位電極を設けること。

●

98

原水用水質計器として水系ごとに、濁度計、水温計等を設けること。

●

99

処理水用水質計器として、濁度計、

pH

計、残塩計（浄水池手前、配水池流出部）等を設けること。

No.

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)

（逆洗ポンプ設備）

要求水準書の項目


image12.emf
チェック

（運転操作設備）

－

－

－ －

●

99

浄水池及び浄水池兼配水池の水位により、取水ポンプ、除鉄・除マンガン施設の自動運転が可能なシステムとすること。

●

100

取水する井戸については、監視室において個別に選択が可能なシステムとすること。

●

101

除鉄・除マンガン施設については、逆洗ポンプを含め全て自動運転が可能なシステムとすること。

●

102

送水ポンプの運転は、母智丘配水池の水位による台数制御が可能なシステムとすること。また、非常時には送水ポンプによる直接配水が可能なシステム（回転数制

御）とすること。

●

103

次亜塩素の注入量は、流量比例制御が可能なシステムとすること。

－

－

－ －

●

104

更新対象設備は川東浄水場内の設備

1

式とする。設備構成は中央監視システム構成図に準ずるものとすること。ただし、同等以上のものとして局が認めたものについ

ては採用できる。

●

105

運転監視用と防犯用は別系統のシステムとすること。

●

106

場外設備との接続は既存回線

(VPN

等

)

によるものとすること。

●

107

通信監視用のディスプレイは

27

インチ以上とすること。

●

108

帳票は既設と同程度のものとする。

－

－

－ －

●

109

各設計において、必要なセキュリティ対策を講じること。

●

110

関係官庁提出書類について、自家用電気工作物保安規定、電気主任技術者関係書類及び工事計画届出等を作成すること。また、自家発電設備に関する消防等との協

議及び届出等の書類を作成すること。

●

111

電気ケーブルの布設は、ピット内布設等、維持管理性に配慮すること。また、地中に埋設する場合は、波付硬質合成樹脂管とし、埋設表示シート及び埋設標柱又は

埋設表示ピンを設置すること。

●

112

各設備は、屋内設置とすること。

●

113

各種設備は、耐震性を有するものとすること。

●

114

支持金物、アンカーボルト等はステンレス製とすること。

－

－

－ －

●

115

本工事に伴い移設・切替を行う場内導水管の口径は、既設と同口径とすること。

●

116

本工事に伴い移設・切替を行う場内送水管の口径は、

φ500

とすること。

●

117

断水工事ができない箇所については、不断水工事とし、事前に局の承認を得ること。

●

118

配管の支持材は十分な強度を有することとし、腐食対策を有すること。

●

119

管材は、日本産業規格（

JIS

）、日本水道協会規格（

JWWA

）に適合し、水理計算、管厚計算により選定した適切な口径及び管種で、耐腐食性、耐震性を有する管を

使用すること。

●

120

躯体との間には、伸縮可とう管を設けること。

●

121

水量や圧力の制御及び維持管理等を考慮して適切なバルブを選定すること。

●

122

バルブは交換が容易であるものとする。

●

123

工事終了後及び維持管理時の洗管を考慮して必要な箇所に空気弁、排水管を設置すること。排水は適切な処理が可能なように配慮すること。

●

124

流量計を設ける場合は必ずバイパス管を設けること。また、流量計の取り外しのため、伸縮管を設置すること。

●

125

躯体貫通部の施工においては、止水性を確保すること。

●

126

流水の遮断、制御、水圧調整等を有効かつ安全に行うため、バルブを適所に設置すること。

●

127

埋設バルブ設置部には基本的に弁室を設けること。バルブに合った弁室を使用し、バルブボックスには、送水管、導水管等の機能を表示すること。

●

128

小配管を含めて耐震性に十分留意すること。

●

129

露出管については、機能別に着色するとともに名称と水流方向を明示すること。

●

130

埋設管については、ポリエチレンスリーブ全巻きとし、管埋設表示テープ及び表示杭・鋲を埋設時に設置し、舗装面に配水ライン、水流方向を明示すること。

－

－

－ －

●

131

建築物設計は、浄水場での維持管理上、必要な建築物を建設すること。経済性、維持管理性等を総合的に勘案し、事業者の提案により分棟式、合棟式いずれも可と

する。

●

132

構造形式は、鉄筋コンクリート造とする。

●

133

住宅地に隣接して新設する場合、日照や景観に配慮し、新設建築物と敷地境界との離隔は、十分確保すること。

No.

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)

（中央監視設備）

（その他）

⑦　場内配管設計

要求水準書の項目

⑧　建築物設計


image13.emf
チェック

（運転操作設備）

－

－

－ －

●

100

浄水池及び浄水池兼配水池の水位により、取水ポンプ、除鉄・除マンガン施設の自動運転が可能なシステムとすること。

●

101

取水する井戸については、監視室において個別に選択が可能なシステムとすること。

●

102

除鉄・除マンガン施設については、逆洗ポンプを含め全て自動運転が可能なシステムとすること。

●

103

送水ポンプの運転は、母智丘配水池の水位による台数制御が可能なシステムとすること。また、非常時には送水ポンプによる直接配水が可能なシステム（回転数制

御）とすること。

●

104

次亜塩素の注入量は、流量比例制御が可能なシステムとすること。

－

－

－ －

●

105

更新対象設備は川東浄水場内の設備

1

式とする。設備構成は中央監視システム構成図に準ずるものとすること。ただし、同等以上のものとして局が認めたものについ

ては採用できる。

●

106

運転監視用と防犯用は別系統のシステムとすること。

●

107

場外設備との接続は既存回線

(VPN

等

)

によるものとすること。

●

108

通信監視用のディスプレイは

27

インチ以上とすること。

●

109

帳票は既設と同程度のものとする。

－

－

－ －

●

110

各設計において、必要なセキュリティ対策を講じること。

●

111

関係官庁提出書類について、自家用電気工作物保安規定、電気主任技術者関係書類及び工事計画届出等を作成すること。また、自家発電設備に関する消防等との協

議及び届出等の書類を作成すること。

●

112

電気ケーブルの布設は、ピット内布設等、維持管理性に配慮すること。また、地中に埋設する場合は、波付硬質合成樹脂管とし、埋設表示シート及び埋設標柱又は

埋設表示ピンを設置すること。

●

113

各設備は、屋内設置とすること。

●

114

各種設備は、耐震性を有するものとすること。

●

115

支持金物、アンカーボルト等はステンレス製とすること。

－

－

－ －

●

116

本工事に伴い移設・切替を行う場内導水管の口径は、既設と同口径とすること。

●

117

本工事に伴い移設・切替を行う場内送水管の口径は、

φ500

とすること。

●

118

断水工事ができない箇所については、不断水工事とし、事前に局の承認を得ること。

●

119

配管の支持材は十分な強度を有することとし、腐食対策を有すること。

●

120

管材は、日本産業規格（

JIS

）、日本水道協会規格（

JWWA

）に適合し、水理計算、管厚計算により選定した適切な口径及び管種で、耐腐食性、耐震性を有する管を

使用すること。

●

121

躯体との間には、伸縮可とう管を設けること。

●

122

水量や圧力の制御及び維持管理等を考慮して適切なバルブを選定すること。

●

123

バルブは交換が容易であるものとする。

●

124

工事終了後及び維持管理時の洗管を考慮して必要な箇所に空気弁、排水管を設置すること。排水は適切な処理が可能なように配慮すること。

●

125

流量計を設ける場合は必ずバイパス管を設けること。また、流量計の取り外しのため、伸縮管を設置すること。

●

126

躯体貫通部の施工においては、止水性を確保すること。

●

127

流水の遮断、制御、水圧調整等を有効かつ安全に行うため、バルブを適所に設置すること。

●

128

埋設バルブ設置部には基本的に弁室を設けること。バルブに合った弁室を使用し、バルブボックスには、送水管、導水管等の機能を表示すること。

●

129

小配管を含めて耐震性に十分留意すること。

●

130

露出管については、機能別に着色するとともに名称と水流方向を明示すること。

●

131

埋設管については、ポリエチレンスリーブ全巻きとし、管埋設表示テープ及び表示杭・鋲を埋設時に設置し、舗装面に配水ライン、水流方向を明示すること。

－

－

－ －

●

132

建築物設計は、浄水場での維持管理上、必要な建築物を建設すること。経済性、維持管理性等を総合的に勘案し、事業者の提案により分棟式、合棟式いずれも可と

する。

●

133

構造形式は、鉄筋コンクリート造とする。

●

134

住宅地に隣接して新設する場合、日照や景観に配慮し、新設建築物と敷地境界との離隔は、十分確保すること。

（中央監視設備）

（その他）

⑦　場内配管設計

⑧　建築物設計

要求水準書の項目

No.

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)


image14.emf
チェック

●

134

宅地に隣接している既設の倉庫や発電機棟の取り壊しや杭基礎工などで発生する振動及び騒音、粉塵などが発生する際には、住宅地に対して配慮された施設計画と

すること。

●

135

建築物の耐震安全性の分類はⅡ類、重要度係数は

1.25

とする。ただし、構造規定は、現行の建築基準法に基づくものとする。

●

136

主要施設はユニバーサルデザインとすること。

●

137

美観に配慮すること。

●

138

維持管理用通路や点検等が容易となるスペースを確保すること。

●

139

建築物用途に応じて、必要な附帯電気設備及び附帯機械設備を設置すること。

●

140

屋内の配線及び配管は、ピット、天井、フリーアクセスフロア等、維持管理性に配慮して収納すること。また、事務室・監視室を整備する場合はフリーアクセスフ

ロアとすること。

●

141

設備機器のメンテナンス用に、ホイストクレーン設置を標準とするが、設置不可能な場所は吊りフックを設置すること。

●

142

機器の搬出入の扉については、機器の搬入に支障のない大きさとし、材質は鋼製とすること。

●

143

すべての棟の鉄部・鋼製建具（鉄骨階段・アルミ製・ステンレス製を除く。）の塗装については、材料は耐候性塗料（

DP

）同等以上とすること。

●

144

階段を鉄骨とする場合は、溶融亜鉛メッキ仕上げとすること。

●

145

屋上に機器を設置する場合は、階段室を設けること。また、機器を設置しない場合においても、階段やタラップを設ける等により安全に屋上の状況確認ができるよ

う動線を確保すること。

●

146

屋上ハッチ・タラップについては、ステンレス製とすること。

●

147

室内に配管を布設する際は、結露を抑制するため、外気の流入・流出を考慮すること。

●

148

管理棟には動線等に配慮しつつ次の各室を設ける。各室は必要に応じて仕切り壁を設けること。

◇監視室　　◇小会議室　　◇休憩室　　◇湯沸室　　◇洗面・便所・浴室

◇書庫及び倉庫　◇更衣室　◇電気室　　◇送水ポンプ室　◇逆洗ポンプ室

◇発電機室　　◇薬注室　　◇水質試験室　　◇水質計器室

●

149

管理棟の小会議室は、８人程度収容できる広さとすること。

●

150

発電機室は騒音対策を施し、また、薬注室は室温上昇による次亜塩素酸ナトリウムの濃度低下に考慮する。

－

－

－ －

●

151

新設する建築物等の附帯設備において、建築物等の用途に応じて、以下に示す項目のうち、必要な項目の設計を行うこと。

－

－

－ －

●

152

電灯設備

●

153

コンセント設備

●

154

動力設備

●

155

非常灯・誘導灯設備

●

156

自動火災報知設備

●

157

電話設備

●

158

放送設備

●

159

通信・情報設備

●

160

避雷設備

●

161

その他必要な設備

●

162

照明は、原則ＬＥＤを採用すること。

●

163

必要に応じて保安照明を設置すること。

●

164

放送設備や電話設備等、既設設備との取り合いに配慮すること。

●

165

予備配管を設ける等、将来の更新時や維持管理に配慮すること。

●

166

コンセントは用途に適した形式・容量を確保し、適切な位置に配置すること。

⑨　建築附帯設備設計

（建築電気設備）

要求水準書の項目

No.

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)


image15.emf
チェック

●

135

宅地に隣接している既設の倉庫や発電機棟の取り壊しや杭基礎工などで発生する振動及び騒音、粉塵などが発生する際には、住宅地に対して配慮された施設計画と

すること。

●

136

建築物の耐震安全性の分類はⅡ類、重要度係数は

1.25

とする。ただし、構造規定は、現行の建築基準法に基づくものとする。

●

137

主要施設はユニバーサルデザインとすること。

●

138

美観に配慮すること。

●

139

維持管理用通路や点検等が容易となるスペースを確保すること。

●

140

建築物用途に応じて、必要な附帯電気設備及び附帯機械設備を設置すること。

●

141

屋内の配線及び配管は、ピット、天井、フリーアクセスフロア等、維持管理性に配慮して収納すること。また、事務室・監視室を整備する場合はフリーアクセスフ

ロアとすること。

●

142

設備機器のメンテナンス用に、ホイストクレーン設置を標準とするが、設置不可能な場所は吊りフックを設置すること。

●

143

機器の搬出入の扉については、機器の搬入に支障のない大きさとし、材質は鋼製とすること。

●

144

すべての棟の鉄部・鋼製建具（鉄骨階段・アルミ製・ステンレス製を除く。）の塗装については、材料は耐候性塗料（

DP

）同等以上とすること。

●

145

階段を鉄骨とする場合は、溶融亜鉛メッキ仕上げとすること。

●

146

屋上に機器を設置する場合は、階段室を設けること。また、機器を設置しない場合においても、階段やタラップを設ける等により安全に屋上の状況確認ができるよ

う動線を確保すること。

●

147

屋上ハッチ・タラップについては、ステンレス製とすること。

●

148

室内に配管を布設する際は、結露を抑制するため、外気の流入・流出を考慮すること。

●

149

管理棟には動線等に配慮しつつ次の各室を設ける。各室は必要に応じて仕切り壁を設けること。

◇監視室　　◇小会議室　　◇休憩室　　◇湯沸室　　◇洗面・便所・浴室

◇書庫及び倉庫　◇更衣室　◇電気室　　◇送水ポンプ室　◇逆洗ポンプ室

◇発電機室　　◇薬注室　　◇水質試験室　　◇水質計器室

●

150

管理棟の小会議室は、８人程度収容できる広さとすること。

●

151

発電機室は騒音対策を施し、また、薬注室は室温上昇による次亜塩素酸ナトリウムの濃度低下に考慮する。

－

－

－ －

●

152

新設する建築物等の附帯設備において、建築物等の用途に応じて、以下に示す項目のうち、必要な項目の設計を行うこと。

－

－

－ －

●

153

電灯設備

●

154

コンセント設備

●

155

動力設備

●

156

非常灯・誘導灯設備

●

157

自動火災報知設備

●

158

電話設備

●

159

放送設備

●

160

通信・情報設備

●

161

避雷設備

●

162

その他必要な設備

●

163

照明は、原則ＬＥＤを採用すること。

●

164

必要に応じて保安照明を設置すること。

●

165

放送設備や電話設備等、既設設備との取り合いに配慮すること。

●

166

予備配管を設ける等、将来の更新時や維持管理に配慮すること。

●

167

コンセントは用途に適した形式・容量を確保し、適切な位置に配置すること。

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)

⑨　建築附帯設備設計

（建築電気設備）

要求水準書の項目

No.


image16.emf
チェック

－

－

－ －

● 167

空調換気設備

●

168

給排水衛生設備

●

169

衛生器具設備

●

170

消火設備

●

171

その他必要な設備

●

172

消火設備及び危険物貯蔵所等を適切に配置すること。

－

－

－ －

－

－

－ －

●

173

フェンスは、本工事に伴い撤去が必要となった既設部分について、新設すること。

フェンスは、場外からの危険物等の投げ入れ、進入等が容易にできない構造とすること。また、腐食に強く耐久性があり、忍び返し等現状の形状に合わせた、高さ

2.1m

（忍び返しを含む）以上のフェンスを設置すること。

－

－

－ －

●

174

場内屋外照明設備は、すべて既設を撤去し新設すること。

●

175

場内屋外照明設備は、原則として、ＬＥＤ式の屋外灯を設置すること。また、周辺住民に配慮しながらも、夜間点検管理の保安用、維持管理用に支障がない照度を

確保できる配置とすること。

●

176

点滅方式は外光・人感による自動点滅あるいは時間点滅が可能な方式とし、系統ごとの入り切り操作が可能とすること。

●

177

ランプ等の交換が容易な構造とすること。

－

－

－ －

●

178

各施設の維持管理が安全に行えるよう、階段（滑り止め付き）、スロープ（滑り止め付き）及び手摺等を設置すること。なお、手摺高さは

1.1

ｍを標準とする。

●

179

各施設には維持管理性が良いホイストクレーン等吊り具装置を配置すること。

●

180

各施設には、設備機器の搬入及び搬出のためのホイストクレーンや開口等を設置すること。

－

－

－ －

●

181

場内整備において、周囲の景観に配慮すること。

●

182

工事用の進入道路は、正門側ではなく、場内東側の既設発電気室・倉庫近傍に整備すること。

●

183

緑地帯を設置し、車道部分、歩道部分は舗装を行うこと。

●

184

車道部分の舗装構成は、重荷重車両（

T-25

）対応とすること。

●

185

来客用及び市職員用の駐車場スペース（職員用：約

90

台、施設管理業者用：約

10

台）を、管理棟周り、上下水道局庁舎南側に可能な限り確保すること。駐車場は、

工事中、常時

90

台程度の駐車が可能とすること。

●

186

施設、設備の洗浄及び樹木への散水に利用するため、場内散水栓は蛇口とし、手洗い又は足洗いが可能な散水栓（地上式）を各施設及び適所に設置すること。

●

187

災害時に応急給水が可能なよう消火栓（地上式）を設置すること。

●

188

上下水道局庁舎南側については、緊急車両（漏水修理対応等、

4t

タンク車ほか）通行用のスペースを確保すること。

●

189

職員用駐車場のスペースが確保できない場合は、代替案を提示すること。

－

－

－ －

●

190

既存倉庫を撤去し、代替施設となる倉庫棟を新設する。貯蔵品保管スペースと水道課保管スペースを確保すること。構造は鉄骨平屋造とする。

●

191

倉庫に保管する貯蔵品等としては、漏水修繕材料の他、水中ポンプ等の浄水設備、鋳鉄管等の工事材料を想定している。

●

192

倉庫棟の建築面積は、貯蔵品倉庫に約

78m2

、水道課倉庫に約

34m2

の計

112m2

程度を確保すること。また、それぞれの倉庫には、両開きの開口ドアを設けるととも

に、貯蔵品倉庫には幅

3m

程度のシャッターも設けること。

－

－

－ －

●

193

浄水場内の西側管理道路の整備に伴い、既設車庫

×2

棟を撤去し、新たな公用車等駐車場（

35

台）を整備する。

－

－

－ －

●

194

川東浄水場内の更新工事範囲内の給水管は、すべて撤去し新設すること。

－

－

－ －

●

195

川東浄水場内の更新工事範囲内の雨水排水管は、すべて撤去し新設すること。

●

196

雨水排水は、場内の既設との排水側溝まで接続すること。但し、既設排水側溝の排水能力に支障がないことを確認し、支障があると判断される場合にはその対策を

行うこと。

（建築機械設備）

（場内整備）

（倉庫棟）

（公用車駐車場）

（給水）

（雨水排水）

No.

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)

⑩　その他付帯設備設計

（フェンス）

（場内屋外照明設備）

要求水準書の項目

（階段、スロープ及び手摺等）


image17.emf
チェック

－

－

－ －

● 168

空調換気設備

●

169

給排水衛生設備

●

170

衛生器具設備

●

171

消火設備

●

172

その他必要な設備

●

173

消火設備及び危険物貯蔵所等を適切に配置すること。

－

－

－ －

－

－

－ －

●

174

フェンスは、本工事に伴い撤去が必要となった既設部分について、新設すること。

フェンスは、場外からの危険物等の投げ入れ、進入等が容易にできない構造とすること。また、腐食に強く耐久性があり、忍び返し等現状の形状に合わせた、高さ

2.1m

（忍び返しを含む）以上のフェンスを設置すること。

－

－

－ －

●

175

場内屋外照明設備は、すべて既設を撤去し新設すること。

●

176

場内屋外照明設備は、原則として、ＬＥＤ式の屋外灯を設置すること。また、周辺住民に配慮しながらも、夜間点検管理の保安用、維持管理用に支障がない照度を

確保できる配置とすること。

●

177

点滅方式は外光・人感による自動点滅あるいは時間点滅が可能な方式とし、系統ごとの入り切り操作が可能とすること。

●

178

ランプ等の交換が容易な構造とすること。

－

－

－ －

●

179

各施設の維持管理が安全に行えるよう、階段（滑り止め付き）、スロープ（滑り止め付き）及び手摺等を設置すること。なお、手摺高さは

1.1

ｍを標準とする。

●

180

各施設には維持管理性が良いホイストクレーン等吊り具装置を配置すること。

●

181

各施設には、設備機器の搬入及び搬出のためのホイストクレーンや開口等を設置すること。

－

－

－ －

●

182

場内整備において、周囲の景観に配慮すること。

●

183

工事用の進入道路は、正門側ではなく、場内東側の既設発電気室・倉庫近傍に整備すること。

●

184

緑地帯を設置し、車道部分、歩道部分は舗装を行うこと。

●

185

車道部分の舗装構成は、重荷重車両（

T-25

）対応とすること。

●

186

来客用及び市職員用の駐車場スペース（職員用：約

90

台、施設管理業者用：約

10

台）を、管理棟周り、上下水道局庁舎南側に可能な限り確保すること。駐車場は、

工事中、常時

90

台程度の駐車が可能とすること。

●

187

施設、設備の洗浄及び樹木への散水に利用するため、場内散水栓は蛇口とし、手洗い又は足洗いが可能な散水栓（地上式）を各施設及び適所に設置すること。

●

188

災害時に応急給水が可能なよう消火栓（地上式）を設置すること。

●

189

上下水道局庁舎南側については、緊急車両（漏水修理対応等、

4t

タンク車ほか）通行用のスペースを確保すること。

●

190

職員用駐車場のスペースが確保できない場合は、代替案を提示すること。

－

－

－ －

●

191

既存倉庫を撤去し、代替施設となる倉庫棟を新設する。貯蔵品保管スペースと水道課保管スペースを確保すること。構造は鉄骨平屋造とする。

●

192

倉庫に保管する貯蔵品等としては、漏水修繕材料の他、水中ポンプ等の浄水設備、鋳鉄管等の工事材料を想定している。

●

193

倉庫棟の建築面積は、貯蔵品倉庫に約

78m2

、水道課倉庫に約

34m2

の計

112m2

程度を確保すること。また、それぞれの倉庫には、両開きの開口ドアを設けるととも

に、貯蔵品倉庫には幅

3m

程度のシャッターも設けること。

－

－

－ －

●

194

浄水場内の西側管理道路の整備に伴い、既設車庫

×2

棟を撤去し、新たな公用車等駐車場（

35

台）を整備する。

－

－

－ －

●

195

川東浄水場内の更新工事範囲内の給水管は、すべて撤去し新設すること。

－

－

－ －

●

196

川東浄水場内の更新工事範囲内の雨水排水管は、すべて撤去し新設すること。

●

197

雨水排水は、場内の既設との排水側溝まで接続すること。但し、既設排水側溝の排水能力に支障がないことを確認し、支障があると判断される場合にはその対策を

行うこと。

（倉庫棟）

（公用車駐車場）

（給水）

（雨水排水）

（建築機械設備）

⑩　その他付帯設備設計

（フェンス）

（場内屋外照明設備）

（階段、スロープ及び手摺等）

（場内整備）

要求水準書の項目

No.

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)


image18.emf
チェック

－

－

－ －

●

197

川東浄水場内の更新工事範囲内の既設建築物の汚水及び雑用水配管は、すべて撤去し新設すること。

●

198

水質検査用等の薬品等を含む排水は適正に処理すること。

●

199

新設する建築物の汚水管は、公道上の公共下水道へ接続すること。

－

－

－ －

●

200

安定した水処理に必要なサンプリングを行うため、適切な箇所にサンプリングポンプ及びサンプリング配管を新設すること。サンプリング水は、新設管理棟の水質

試験室への送水が可能となるよう整備を行うこと。

－

－

－ －

●

201

構造物及び設備の新設又は更新に伴い、支障又は不要となる既設施設及び設備は、撤去すること。また、既設設備撤去後のスペース活用も考慮すること。

●

202

撤去対象となる構造物の地下部及び既設杭は、原則、すべて撤去すること。

●

203

既設撤去・取壊しの対象施設は以下のとおりである。

・電気・ポンプ室　・発電機室・倉庫　・浄水池　・着水池No1、No2　・公用車車庫×2棟　・管理棟　・管理棟車庫　・資材置き場　・倉庫　・弁室、コンク

リート小構造物など

－

－

－ －

－

－

－ －

●

204

母智丘配水池は地震動レベル１に対応した耐震補強とすること。

－

－

－ －

●

205

既設２池ともに、ドーム屋根の架け替え更新、側壁の補修を行うこと。

●

206

川東浄水場の配水池及び送水ポンプが使用可能となった後に

1

池ずつ工事を行うこと。

●

207

ドーム屋根の更新は原則としてアルミドームを採用すること。

●

208

内壁の塗装は、高圧洗浄により既存の塗膜を除去後補修及び下地処理を行い、エポキシ樹脂塗装（

JWWA K143

）を行うこと。

●

209

床の塗装は、コンクリートの乾燥後下地処理を行い、エポキシ樹脂塗装（

JWWA K143

）を行うこと。

●

210

外壁の塗装は、高圧洗浄により既存の塗膜を除去後、補修及び下地処理を行い複層塗材

RE

塗装を行う。

●

211

発生した産業廃棄物は適正に処理すること。

－

－

－ －

●

212

既設２池ともに、底版の耐震補強を行うこと。

●

213

底版の増し打ちコンクリートの施工前にコンクリートの目荒しを行うこと。

●

214

差し筋アンカー、鉄筋量は計算書に準じた量を施工すること。

●

215

発生した産業廃棄物は適正に処理すること。

－

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－ －

216

想定される事故に対する安全対策を策定すること。

217

事故を未然に防ぐための安全管理体制を構築すること。

2)	

水処理の安定性を確保した既設・新設の切替や撤去水処理の安定性を確保した既設・新設の切替や撤去を行うこと。

－ －

218

施設切替時において、要求する機能を満足した水量・水質を確保すること。

219

工事期間中における水処理の安定性を阻害する要因について想定を行うこと。

220

②で想定した要因を未然に防ぐ対策を策定すること。

221

工事期間中の川東浄水場・母智丘配水池の運転・維持管理業務に十分配慮すること。

222

複数工事同時発生時期における工事間の調整を行うこと。

4.4.2

　全体工程の管理に関する事項（確実に工期内に完成させるための工程管理）確実に工期内に完成させるための工程管理を行うこと。

－ －

223

確実に工期内に完成させるための工程管理を行うこと。

224

準備期間、現場着手から供用開始まで、各工種の工事内容を踏まえた工期設定を行うこと。

225

施工品質確保を考慮した工程管理表を策定すること。

④

⑤

③　補強設計

②　改修設計

①　共通

⑪　既設施設撤去設計

（汚水排水）

（サンプリング）

4.3.3

　配水施設設計に関する事項（土木の既設撤去・改修設計）

4.4

　施工に関する事項

4.4.1

　施工の安全性及び水処理の安定性確保に関する事項

1)

　工事中の事故防止

要求水準書の項目

No.

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)

①

②

①

②

③

①

②

③


image19.emf
チェック

－

－

－ －

●

198

川東浄水場内の更新工事範囲内の既設建築物の汚水及び雑用水配管は、すべて撤去し新設すること。

●

199

水質検査用等の薬品等を含む排水は適正に処理すること。

●

200

新設する建築物の汚水管は、公道上の公共下水道へ接続すること。

－

－

－ －

●

201

安定した水処理に必要なサンプリングを行うため、適切な箇所にサンプリングポンプ及びサンプリング配管を新設すること。サンプリング水は、新設管理棟の水質

試験室への送水が可能となるよう整備を行うこと。

－

－

－ －

●

202

構造物及び設備の新設又は更新に伴い、支障又は不要となる既設施設及び設備は、撤去すること。また、既設設備撤去後のスペース活用も考慮すること。

●

203

撤去対象となる構造物の地下部及び既設杭は、原則、すべて撤去すること。

●

204

既設撤去・取壊しの対象施設は以下のとおりである。

・電気・ポンプ室　・発電機室・倉庫　・浄水池　・着水池No1、No2　・公用車車庫×2棟　・管理棟　・管理棟車庫　・資材置き場　・倉庫　・弁室、コンク

リート小構造物など

－

－

－ －

－

－

－ －

●

205

母智丘配水池は地震動レベル１に対応した耐震補強とすること。

－

－

－ －

●

206

既設２池ともに、ドーム屋根及び側壁に対し必要な改修を行うこと。

●

207

川東浄水場の配水池及び送水ポンプが使用可能となった後に

1

池ずつ工事を行うこと。

●

208

ドーム屋根の改修はアルミドーム等を用いて行うこと。

●

209

内壁の塗装は、高圧洗浄により既存の塗膜を除去後補修及び下地処理を行い、エポキシ樹脂塗装（

JWWA K143

）等を行うこと。

●

210

床の塗装は、コンクリートの乾燥後下地処理を行い、エポキシ樹脂塗装（

JWWA K143

）等を行うこと。

●

211

外壁の塗装は、高圧洗浄により既存の塗膜を除去後、補修及び下地処理を行い複層塗材

RE

塗装等を行う。

●

212

発生した産業廃棄物は適正に処理すること。

－

－

－ －

●

213

既設２池ともに、底版の耐震補強を行うこと。

●

214

底版の増し打ちコンクリートの施工前にコンクリートの目荒しを行うこと。

●

215

差し筋アンカー、鉄筋量は計算書に準じた量を施工すること。

●

216

発生した産業廃棄物は適正に処理すること。

－

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－ －

217

想定される事故に対する安全対策を策定すること。

218

事故を未然に防ぐための安全管理体制を構築すること。

2)	

水処理の安定性を確保した既設・新設の切替や撤去水処理の安定性を確保した既設・新設の切替や撤去を行うこと。

－ －

219

施設切替時において、要求する機能を満足した水量・水質を確保すること。

220

工事期間中における水処理の安定性を阻害する要因について想定を行うこと。

221

②で想定した要因を未然に防ぐ対策を策定すること。

222

工事期間中の川東浄水場・母智丘配水池の運転・維持管理業務に十分配慮すること。

223

複数工事同時発生時期における工事間の調整を行うこと。

4.4.2

　全体工程の管理に関する事項（確実に工期内に完成させるための工程管理）確実に工期内に完成させるための工程管理を行うこと。

－ －

224

確実に工期内に完成させるための工程管理を行うこと。

225

準備期間、現場着手から供用開始まで、各工種の工事内容を踏まえた工期設定を行うこと。

226

施工品質確保を考慮した工程管理表を策定すること。

⑤

①

②

③

①

②

①

②

③

④

①　共通

②　改修設計

③　補強設計

4.4

　施工に関する事項

4.4.1

　施工の安全性及び水処理の安定性確保に関する事項

1)

　工事中の事故防止

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)

（汚水排水）

（サンプリング）

⑪　既設施設撤去設計

4.3.3

　配水施設設計に関する事項（土木の既設撤去・改修設計）

要求水準書の項目

No.


image20.emf
チェック

4.4.3

　周辺住民への配慮に関する事項（騒音、振動、車両等に対する周辺住民への配慮）適切な時期に、周辺環境調査等必要な近隣調査を行うこと。また、周辺住民に対し理解と協力を得るため、適宜情報発信を行い、円滑な関係を保つよう配慮すること。

－

226

周辺環境調査、電波障害調査を実施し、本工事で整備した構造物等により障害が生じる場合は対策を講じること。

227

工事期間中において、川東浄水場周辺の住環境へ影響を与える可能性がある要因の想定を行うこと。

228

①にて想定した要因に対する対応策を策定すること。

229

本工事に関する近隣住民説明会用の資料作成及び説明会等の市の補助を行うこと。

－

－

－ －

230

工事期間中の駐車場スペース（職員用：約

90

台、施設管理業者用：約

10

台、公用車等

35

台（特殊公用車除く）を可能な限り確保すること。

231

工事期間中は、緊急車両（漏水修理対応車両７台※調査復旧車、特殊公用車２台）通行スペースを確保すること。

232

駐車場スペースが確保できない場合は、代替案を提示すること。

－

－

－ －

－

－

－ －

233

都城市の地域経済への貢献に寄与できる地場企業・地場産品の活用等の提案を行うこと。

－

－

－ －

234

川東浄水場及び母智丘配水池周辺・都城市域を対象とした地域社会への貢献方策を提案すること。 ①

4.4.4

　場内整備に関する事項

①

②

③

4.5

　	地域経済・社会への貢献に関する事項

要求水準書の項目

①

②

③

④

4.5.1

　地域経済への貢献に関する事項

①

4.5.2

　地域社会への貢献に関する事項

No.

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)


image21.emf
チェック

4.4.3

　周辺住民への配慮に関する事項（騒音、振動、車両等に対する周辺住民への配慮）適切な時期に、周辺環境調査等必要な近隣調査を行うこと。また、周辺住民に対し理解と協力を得るため、適宜情報発信を行い、円滑な関係を保つよう配慮すること。

－

227

周辺環境調査、電波障害調査を実施し、本工事で整備した構造物等により障害が生じる場合は対策を講じること。

228

工事期間中において、川東浄水場周辺の住環境へ影響を与える可能性がある要因の想定を行うこと。

229

①にて想定した要因に対する対応策を策定すること。

230

本工事に関する近隣住民説明会用の資料作成及び説明会等の市の補助を行うこと。

－

－

－ －

231

工事期間中の駐車場スペース（職員用：約

90

台、施設管理業者用：約

10

台、公用車等

35

台（特殊公用車除く）を可能な限り確保すること。

232

工事期間中は、緊急車両（漏水修理対応車両７台※調査復旧車、特殊公用車２台）通行スペースを確保すること。

233

駐車場スペースが確保できない場合は、代替案を提示すること。

－

－

－ －

－

－

－ －

234

都城市の地域経済への貢献に寄与できる地場企業・地場産品の活用等の提案を行うこと。

－

－

－ －

235

川東浄水場及び母智丘配水池周辺・都城市域を対象とした地域社会への貢献方策を提案すること。

①

4.5.2

　地域社会への貢献に関する事項

①

4.4.4

　場内整備に関する事項

①

②

③

4.5

　	地域経済・社会への貢献に関する事項

4.5.1

　地域経済への貢献に関する事項

チェック項目

提案書記載箇所

(

頁、行

)

①

②

③

④

要求水準書の項目

No.


image22.emf
（単位：円）

項目 品　　　　　名 単位 数量 単　価 金　　額 備考

造成 式 1 1-1号内訳書

場内整備 式 1 1-2号内訳書

・・・上記工種は参考であり、提案工種により変更可能。

直接工事費　計

経費

工事価格

1)造成工事（場内整備含む）

内訳書の書式はこの

様式とすること。


image23.emf
（単位：円）

項目 品　　　　　名 単位 数量 単　価 金　　額 備考

発電機・薬注棟 式 1 2-1号内訳書

管理棟

式 1 2-2号内訳書

電気・ポンプ棟 式 1 2-3号内訳書

原水棟 式 1 2-4号内訳書

倉庫棟 式 1 2-5号内訳書

・・・上記工種は参考であり、提案工種により変更可能。

直接工事費　計

経費

工事価格

2)建築工事

内訳書の書式はこの

様式とすること。
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単位：円

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度

1.設計業務①

2.工事費②

1)造成工事（場内整備含む）

2)建築工事

3)土木（水槽）工事

4)機械設備工事

5)電気設備工事

6)場内配管工事

7)母智丘配水池工事

共通仮設費

現場管理費

一般管理費

3.撤去工事（設計含む）③

1)川東浄水場撤去工事

共通仮設費

現場管理費

一般管理費

4.その他④

※消費税及び地方消費税は含めず記載してください。また、物価上昇は考慮しないでください。

※出来高予定額により記入してください。

※必要に応じて行を追加してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　合計 ①＋②＋③＋④

費　目 内容・算定根拠

建設工事期間（設計含む）

合　計

直接工事費　計

工事費　計 ②

直接工事費　計

工事費　計 ③
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都城市水道事業

　代表者　市長　池田　宜永　宛て

No 対象書類 貢 項　番 項　目



（例）

1

募集要項 11 3.2.2

応募者の

資格要件

2

3

4

注1）質問については、簡潔かつ分かりやすくまとめて記載する。

注2）質問が多数となる場合は、本様式に追加して用いる。

注3）文字列は「全角」、数値は「半角」で入力する。

ア）共通の資格要件

　質問の内容



　　令和○年○月○日付けで公表されました「川東浄水場更新事業」に関する募集要項等について、

　以下のとおり質問を提出します。



Ｆ Ａ Ｘ



電 子 メ ー ル



内　　容

担 当 者 名



所 属 ・ 役 職



電 話



令和　年　月　日

募集要項等に関する質問書

商 号 又 は 名称



所 在 地


